福岡県地域優良賃貸住宅制度要綱第６条の規定に基づく配慮入居
者に関する取扱要領
（趣旨）

第１　この要領は、福岡県地域優良賃貸住宅制度要綱（以下「要綱」という。）第４条第２項の規定により認定を受けた者（以下「認定事業者」という。）が、要綱第６条第１項ただし書きの規定に基づく配慮入居者に地域優良賃貸住宅を賃貸する場合に必要な事項を定める。

（定義）

第２　この要領において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ次に定めるところによる。
（1） 管理者
要綱第３条第４号に規定する賃貸住宅の管理者をいう。
（２）配慮入居者
要綱第６条第１項ただし書きの規定に基づく配慮入居者であって、別表に掲げる者をいう。
（３）本来入居者
要綱第６条第１項本文の要件を満たす者をいう。
（留意事項）

第３　認定事業者は、配慮入居者への賃貸を行う場合には、本来入居者の入居に支障が生じることがないようにしなければならない。
（賃貸借契約ができる住戸）
第４　賃貸借契約ができる住戸は、本来入居者を確保することができない期間が引き続き３か月以上の住戸とする。
（賃貸借契約の期間）

第５　賃貸借契約は、借地借家法第38条第1項の規定によるものとしなければならない。

２　前項の規定による賃貸借契約の期間は地域優良賃貸住宅制度要綱（平成19年３月28日国住備第160号）第17条第１項に定める期間とする。
（賃貸借契約の承認申請）

第６　認定事業者が特別措置法に基づく配慮入居者に賃貸しようとする場合には、あらかじめ次の書類を提出して知事の承認を得なければならない。
（１）配慮入居者との賃貸借契約承認申請書（様式第１号）
（２）前入居者の退去届
（３）その他必要書類

（申請の承認）

第７　知事は第６による承認申請を受理したときは、その内容を審査し、適当であると認められる場合は、その旨を配慮入居者との賃貸借契約承認通知書（様式第２号）により認定事業者に通知するものとする。
（配慮入居者の募集）

第８　認定事業者は第７における通知日以降に、配慮入居者を募集することができる。
２　前項における募集は、要綱第７条の規定を準用するものとする。

（入居の申し込み）

第９　入居申し込みを行う配慮入居者は、地域優良賃貸住宅入居申込書（様式第３号）に必要な書類を添えて管理者へ提出しなければならない。

（入居者の審査及び選定）

第10　管理者は、配慮入居者の資格審査及び選定について、知事に依頼しなければならない。

２　管理者は、入居の申込みを受けた場合は、速やかに知事へ、当該入居申込書に次の書類を添えて送付しなければならない。
（１）配慮入居者との賃貸借契約承認通知書（様式第２号）の写し
（２）定期建物賃貸借契約書（様式第６号）案
（３）住民票

（４）その他必要書類（配慮入居者に該当する者であることを証する書類）
３　知事は、前項の規定による送付があったときは、その内容を審査し、適当であると認められるときはその旨を速やかに管理者に通知するものとする。
（契約の報告）

第11　賃貸人は配慮入居者と賃貸借契約を締結したときは、速やかに配慮入居者との賃貸借契約締結報告書（様式第４号）に当該賃貸借契約書の写し等を添えて、知事に報告しなければならない。

（契約の更新）
第12　本要領に基づく配慮入居者との賃貸借契約について、更新はできない。

（再契約）

第13　配慮入居者との賃貸借契約の期間が満了する時点において、入居を希望する本来入居者がおらず、第２第２号の要件を満たす場合に限り、当該配慮入居者との賃貸借契約を新たに締結することができる。

２　前項による賃貸借契約の場合において、第５の規定を適用する。

（再契約の手続き）

第14　第13における再契約を行うときは、賃貸人はあらかじめ次の書類を知事に届出なければならない。

（１）配慮入居者との再契約の届出書（様式第５号）

（２）地域優良賃貸住宅入居申込書（様式第３号）

（３）その他必要書類（配慮入居者に該当する者であることを証する書類）
（契約の解除）

第15　第９に基づく申し込みの内容を偽って入居したことが判明した場合には、直ちに当該契約を解除することを賃貸借契約書に明記しなければならない。

（認定事業者等への協力）

第16　管理者は、認定事業者及び賃貸人が本要領に基づく手続き等を行うときは協力しなければならない。 
附　則

　この要領は平成21年4月１日から施行する。
附　則

　この要領は平成24年4月1日から施行する。

附　則

１　この要領は平成28年５月１３日から施行する。

（経過措置）

２　改正前の要綱における地域優良賃貸住宅については平成28年５月１３日までに、供給計画の認定を受けた住宅又は事業着手した住宅については、なお従前の例による。
附　則

（施行期日）

１　この要綱は、令和２年１２月２８日から施行する。

別表（第２第二号関係）配慮入居者
○自ら居住するため住宅を必要とする者のうち、以下のいずれかに該当する者

　（１）　親族同居世帯（所得月額０円～４８７，０００円）
　（２）　子育て世帯（18歳未満の者及び妊娠している者がいる世帯）
　（３）　新婚世帯（配偶者（事実婚及び予定者を含む）を得て5年以内の者）

　（４）　高齢者世帯

　（５）　障害者等世帯

　（６）　母子・父子世帯

　（７）　外国人世帯
　（８）　ＤＶ被害者世帯

　（９）　親子で隣居を希望する者

　（10）　最低居住水準未満世帯の入居者

　（11）　マンション等の建替え等のために一時的な仮住居を必要とする者

（12）　マンションの建替えの円滑化等に関する法律第１０２条の規定による勧告に係るマンションの賃借人

　（13）　公営住宅の収入超過者である者

　（14）　災害、不良住宅の撤去等により、住宅を必要とする者

（15）　公営住宅法第２条第１１号に規定する公営住宅建替事業による公営住宅の撤去により住宅を必要とする者

　（16）　都市計画事業等に伴う住宅の除去により住宅を必要とする者

　（17）　収用認定事業者等の執行に伴う住宅の除去により住宅を必要とする者
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